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（百万円未満切捨て）

１．２０年３月期の連結業績（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）
(1)連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

(参考)　持分法投資損益 20年３月期 246百万円 19年３月期 240百万円

(2)連結財政状態

(参考)　自己資本 20年３月期 20,372百万円 19年３月期 20,474百万円

(3)連結キャッシュ･フローの状況

２．配当の状況

３．２１年３月期の連結業績予想（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）
（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）
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４．その他
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　無

(注)詳細は、7ページ「企業集団の状況」をご覧ください。

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と
 なる重要な事項の変更に記載されるもの）
①　会計基準等の改正に伴う変更 有
②　①以外の変更 無
(注)詳細は、15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 29,347,500株 19年３月期 29,347,500株
②期末自己株式数 20年３月期 1,562,463株 19年３月期 1,583,929株
（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、26ページ「１株当たり情
 報」をご覧ください。

(参考)個別業績の概要

１.２０年３月期の個別業績(平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日)

(1)個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

(2)個別財政状態

(参考)　自己資本 20年３月期 16,680百万円 19年３月期 16,977百万円

２．２１年３月期の個別業績予想（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合
理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可
能性があります。上記予想の前提条件、その他関連する事項については、３ページから６ページの「
１．経営成績」をご覧下さい。
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１．経 営 成 績 

 

（１）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

 当連結会計年度における日本経済は、期前半は企業業績の改善を背景とした設備投資の増加や中国な

ど新興国向けを中心に輸出が増加したことなどによって、引き続き緩やかな拡大基調で推移しました。

しかしながら、期後半からは米国におけるサブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱、さら

に資源価格高騰の影響などにより、先行きの不透明感が増しております。 
当社関連のコンクリート製品業界におきましては、平成１９年６月の改正建築基準法施行に伴う建築

確認の遅れによる住宅着工の減少があったものの、民間設備投資が底堅く推移したことなどから、引き

続いて高支持力杭を中心にパイル製品の需要は堅調に推移しました。一方、ヒューム管などは公共事業

への歳出削減などの影響を受け引き続き厳しい状況が続いております。 
このような経営環境下で当社グループは、平成１８年度より引き続いて、事業領域の拡大、事業構造

改革の推進、新技術・新商品の開発を基本方針とする中期経営計画『New Hume Challenge 計画－新しい

日本ヒュームの挑戦－』に全力で取り組んでまいりました。 
その結果、当連結会計年度における受注高は３２２億１百万円、売上高は前連結会計年度比１０．６％

増の３３１億１５百万円となりました。 
損益につきましては、前連結会計年度と比較して経常利益は、外国為替市場で急速に円高が進んだこ

とに伴い、為替差損を計上したことなどから、前連結会計年度比１．１％減の１７億８百万円となりま

した。当期純利益は、前連結会計年度比６．２％減の１１億３百万円となりました。 

 

セグメント別の状況 
 

①コンクリート製品事業 

コンクリート製品事業は、堅調な民間設備投資に支えられ、高支持力杭の需要が拡大したパイル製品

や、合成鋼管などの高付加価値製品を中心に拡販に注力した結果、当連結会計年度の受注高は２２６億

４５百万円、売上高は１７．４％増の２２５億６３百万円なりました。 
 

②工事事業 

工事事業は、高支持力杭工法の受注に注力したことにより、大型物件の受注が寄与した結果、当連結

会計年度の受注高は９０億７８百万円、売上高は１．２％増の８３億８５百万円となりました。 
 

③その他事業 

その他事業は、賃貸用不動産による収入が伸び悩み、当連結会計年度の受注高は４億７７百万円、売

上高は１１．１％減の２１億６６百万円となりました。 

 

（次期の見通し） 

今後の見通しといたしましては、当社関連のコンクリート製品業界におきましては、原材料価格の高

騰によるコスト上昇や公共事業への歳出削減、さらに民間設備投資の縮小による需要の減少などから、

企業間競争は激化し、当社を取り巻く経営環境は今後、一層厳しくなるものと思われます。 

このような厳しい経営環境の中で、当社グループといたしましては、中期経営計画「Ｎｅｗ Ｈｕｍｅ

Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ計画－新しい日本ヒュームの挑戦－」の最終年度にあたる本年度も引き続き、下記

に掲げる事項を基本方針として取り組みを一層強化し、平成２１年度を初年度とする次期中期経営計画

策定に向けた体制作りを進めてまいります。 
 

①事業領域拡大への取り組み 

21 世紀において成長し発展する企業となるため、社員一丸となって新しい事業に積極的に取り組んで
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まいります。主力のコンクリート製品事業の拡大のみではなく、新規事業への開発投資を行い、景気変

動に左右されにくい企業体質を作ってまいります。 
 

②事業構造改革の推進 

ビジネス環境の変化に柔軟に対応するために、人事制度・教育制度の改革による活性化、効率化によ

る総原価の低減等を通じて、トータルコストの視点で構造改革に取り組み、さらに強靭な企業体質への

変革を目指してまいります。 
 

③新技術・新商品の開発 

企業が成長するためには、常に付加価値の高い新しい商品やサービスを市場に提供し、成熟期を過ぎ

た既存事業の空洞化を防いでいくことが至上命題であります。技術・商品開発のスピードアップと同時

に、需要創造の深耕、新しい市場への参入を図り、顧客に喜ばれる、持続性のある利益を生む商品の開

発に邁進してまいります。 

 

   以上により、連結売上高は当連結会計年度比４．９％減の３１５億円の予想とし、連結経常利益は当

連結会計年度比１２．２％減の１５億円、連結当期純利益は当連結会計年度比１３．９％減の９億５０

百万円を見込んでおります。 

  

 

(２) 財政状態に関する分析 
 
１．資産、負債、純資産の状況  

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末比１億３百万円減の３９７億２６百万円となりまし

た。流動資産は前連結会計年度末比２０億４０百万円増の２０３億７９百万円、固定資産は２１億４３

百万円減の１９３億４７百万円となりました。流動資産の増加の主な要因は売上債権の回収による現金

及び預金の増加とたな卸資産の増加によるものであります。固定資産の減少の主な要因は有形固定資産

の減価償却の方法の変更による減価償却費の増加と上場株式の時価の下落による投資有価証券の減少に

よるものであります。 
   負債は、前連結会計年度末比１９百万円減の１９３億７百万円となりました。流動負債は前連結会計

年度比６億６６百万円増の１５１億６８百万円、固定負債は６億８６百万円減の４１億３８百万円とな

りました。流動負債の増加の主な要因は支払手形及び買掛金の増加によるものであります。固定負債の

減少の主な要因は繰延税金負債の減少であります。 
   純資産は前連結会計年度末比８３百万円減の２０４億１９百万円であります。減少の主な要因は利益

剰余金は増加したもののその他有価証券評価差額金の減少によるものであります。 
 
 ２．キャッシュ・フローの状況 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度における営業活動により得られた資金は、２１億１２百万円（前連結会計年度は４億

７９百万円）となり前連結会計年度より１６億３３百万円増加となりました。これは、税金等調整前当

期純利益が１６億５６百万円となったものの、仕入債務の増加１４億８４百万円（前連結会計年度は

１７億８１百万円の増加）による資金増と、たな卸資産の増加８億４９百万円（前連結会計年度は

３２百万円の減少）、法人税等の支払額が５億２２百万円あったことなどによるものであります。 
 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度における投資活動により使用された資金の支出は、４億２９百万円（前連結会計年度

は４億３５百万円の支出）となりました。これは、固定資産の取得による支出５億３５百万円などによ

るものであります。 
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③財務活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度における財務活動により使用された資金は４億９３百万円（前連結会計年度は５億

５８百万円の支出）となりました。これは、短期借入金の減少２億５０百万円、長期借入金の返済

２０百万円など有利子負債の圧縮や配当金の支払２億２６百万円によるものであります。 
 

④現金及び現金同等物の残高 

以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末の残高は３３億９６百万円となり、前連結会計

年度末に比べて１１億８５百万円増加いたしました。 
 

    キャッシュ・フロー数値の推移 

 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期

自 己 資 本 比 率 49.8% 51.9% 51.4% 51.3% 

時価ベースの自己資本比率 28.3% 37.2% 29.8% 20.3% 

債 務 償 還 年 数 2.2年 4.8年 5.9年 1.2年 

インタレント・カバレッジ・レシオ 24.5 9.6 8.0 34.8 
  
   （注） 自己資本比率：自己資本／総資産 

        時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

        債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

        ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

         ※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

         ※キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は連

結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。 

 

 

(３) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

   利益配分の基本方針は、株主への利益還元を重要な経営方針のひとつと位置づけ、財務体質と経営基

盤の強化を図りつつ、今後とも積極的な事業展開を推進していくこととしております。株主配当金に関

しましては、将来における安定配当の確保と継続を基本とし、業績等を勘案して株主の期待にお応えし

ていきたいと考えております。また、内部留保した資金は新製品・新技術の開発投資や合理化・省力化

等の設備投資などの原資の一部とし、将来的には収益の向上を通して株主へ還元していくほか、株主還

元としての自己株式の取得も弾力的に行い、長期的な視点による投資効率を考えて活用していきます。 

  この方針のもと、当期の期末配当金は、前期に比べて２円増配の１株当たり普通配当８円に特別配当

２円を加え１０円とさせていただく予定です。 

また、次期の配当金は、１株当たり１０円とさせていただく予定です。 

 

 

(４) 事業等のリスク 

①官公庁発注への売上依存度が高いことについて 

 当社グループは、当社及び子会社１２社、関連会社８社で構成され、コンクリート製品の製造・販売、

部分品等の販売、諸工事の請負、不動産の賃貸及び上下水道の設計・コンサルティング等の事業を営ん

でおりますが、売上高のうち官公庁発注の売上高が占める割合が比較的高いこと等から当社グループ及

び当社の業績は、官公庁の今後の公共投資抑制の推移によっては経営成績に影響を受ける可能性があり

ます。 
 

②法的規制について 

    当社グループは、事業の運営等に際し、法律による法的規制を受けております。当社グループでは、

関係法令等を遵守して事業運営を行っており、現時点で事業運営上の支障をきたすような法的規制はあ
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りませんが、これらの法的規制が強化された等の場合には事業展開などや環境改善のコストが増加する

等の影響を受ける可能性があります。 
 

③価格競争について 

ここ数年、官公庁の公共投資削減により当業界における競争は大変厳しいものとなっております。当

社グループは、当社グループが属している各製品市場と地域市場において、競争の激化に直面すると予

想され、価格競争によっては当社グループの業績と財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
 

④海外事業について 

当社グループの海外の関連会社は生産及び販売活動をアジアの発展途上市場や新興市場等の日本国外

で行っている為に、予期しない法律または規制の変更、不利な政治または経済要因等のリスクが内在し

ております。 
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２．企業集団の状況 

 

  当企業集団は、日本ヒューム株式会社及び子会社１２社、関連会社８社で構成されており、コンクリー

ト製品の製造・販売、部分品等の販売、諸工事の請負、不動産の賃貸及び上下水道の設計・コンサルティ

ング等の事業を営んでおります。事業の内容と当社及び子会社、関連会社の当該事業における位置づけ並

びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

 

事 業 区 分 売 上 区 分 構  成  会  社 

コンクリート製品事業 

ヒューム管製品 

パイル製品 

その他コンクリート製品 

部品等の販売 

当社、東京コンクリート工業㈱、東邦ヒューム管㈱ 

大和コンクリート工業㈱ 

㈱エヌエィチ・フタバ 

NIPPON HUME CONCRETE(HK) LTD 

その他 9社           （計15社） 

工 事 事 業 完成工事 

当社、㈱エヌエィチ･フタバ 

日本ヒュームエンジニアリング㈱ 

その他 6社           （計 9社） 

そ の 他 の 事 業 

不動産の賃貸・管理 

上下水道施設の設計・コンサ

ルティング 

その他 

当社、㈱ヒュームズ、日本上下水道設計㈱ 

技工㈱、㈱エヌエクス、㈱環境改善計画 

NIPPON HUME INTERNATIONAL LTD 

その他 5社           （計12社） 
 
（注）事業毎の会社数は複数事業を営んでいる場合にはそれぞれに含めて数えております。 

    

 

企業集団の概況を系統図によって示すと次のとおりであります。 

ユ　ー　ザ　ー

（コンクリート製品の販売）

連結子会社
東邦ヒューム管㈱

コンクリート製品の販売
部分品等の販売
諸工事の請負

（ビルの管理）

連結子会社
㈱エヌエィチ・フタバ

連結子会社
㈱ヒュームズ

（ビル管理の一部委託）

（設計・コンサルティング業務）

持分法適用関連会社
日本上下水道設計㈱

（コンクリート製品の製造・販売）

持分法適用関連会社
大和コンクリート工業㈱
東京コンクリート工業㈱

日 本 ヒ ュ ー ム（株）
コンクリート製品・部分品等 諸　　工　　事 不動産の賃貸

連結子会社
日本ヒュームエンジニアリング㈱

（諸工事の委託）

連結子会社
㈱エヌエィチ・フタバ
技工㈱

コンクリート製品の購入
原材料の購入

連結子会社（海外）
NIPPON HUME INTERNATIONAL LTD
NIPPON HUME CONCRETE(HK) LTD
その他４社
持分法適用関連会社(海外)４社

（コンクリート製品の製造・販売、その他）

（環境関連機器の販売、その他）

連結子会社
㈱環境改善計画

（レンタル業務）

持分法適用関連会社
㈱エヌエクス
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３．経 営 方 針 

 

（１）会社の経営の基本方針 

   当社は、「社会基盤の整備に参加し、豊かな人間環境づくりに貢献すること」｢人の和をはかり、常に

従業員の幸福と生き甲斐を求めていくこと｣「未来を見つめ、たゆまぬ技術開発により強い会社をめざす

こと」を企業理念として掲げ、「本業の発展強化」「新規事業の拡大」「経営の活性化」を経営方針として

事業活動を行っております。 

 

（２）目標とする経営指標 

 当社は、経営方針をベースに、「事業領域の拡大」「事業構造改革の推進」｢新技術・新商品の開発｣を

テーマとして掲げ、収益性を重視する観点から「キャッシュフロー経営の継続」「ＲＯＡ経営の推進」「有

利子負債の削減」「利益重視施策の実践」の為に最大の努力を尽し、「総資産利益率（ＲＯＡ）」を経営の

目標数値とし、収益力の向上と財務体質の改善に努め、企業価値を高める経営に取り組んでまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

   中長期的な経営戦略につきましては、当社及び当社グループの中核事業であるコンクリート製品関連

事業が行財政改革にともなう公共投資の削減等により需要環境が悪化する厳しい状況が続く中で、顧客

第一主義に基づく新製品・新技術の開発による需要創造、新規事業の開拓や新規市場への参入等に対す

る積極的な取り組みなどにより事業領域の拡大と売上高の増加を目指し、経営環境の変化に左右されな

い事業構造を構築し、高収益力のあるグループを形成するよう事業展開を進めております。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

   コンクリート製品業界におきましては、原材料価格の高騰によるコスト上昇や公共事業への歳出削減、

さらに民間設備投資の縮小による需要の減少などから、企業間競争は激化し、当社を取り巻く経営環境

は今後、一層厳しくなるものと思われます。 

   このような状況の中、当社グループは、中期経営計画「New Hume Challenge 計画」をもとに、安定成

長企業から、２１世紀において成長し発展する企業となるため、社員一丸となって新しい事業に積極的

に取り組んでまいります。主力のコンクリート製品事業の拡大のみではなく、新規事業への開発投資を

行い、景気変動に左右されにくい企業体質を作ってまいります。そして、ビジネス環境の変化に柔軟に

対応するために、人事制度・教育制度の改革による活性化、効率化による総原価の削減等を通じて、ト

ータルコストの視点で構造改革に取り組み、さらに強靭な企業体質への変革を実現してまいります。ま

た、企業が成長するためには、常に付加価値の高い新しい商品やサービスを市場に提供し、成熟期を過

ぎた既存事業の空洞化を防いで行く事が至上命題であります。技術・商品開発のスピードアップと同時

に、需要創造の深耕、新しい市場への参入を図り、顧客に喜ばれる、持続性のある利益を生む商品の開

発に邁進してまいります。 
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（１） 連結貸借対照表 （単位　百万円未満切り捨て）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（%） （%）

Ⅰ

2,228 3,414 1,185 

12,790 12,824 34 

3,026 3,872 845 

― 86 86 

334 237 △97 

△41 △56 △14 

18,339 46.0 20,379 51.3 2,040 

Ⅱ

4,335 4,217 △118 

1,774 1,580 △193 

4,023 4,025 1 

23 6 △17 

82 87 5 

10,239 25.7 9,917 25.0 △322 

2 ― △2 

65 75 10 

67 0.2 75 0.2 8 

10,458 8,741 △1,716 

779 792 12 

△54 △180 △126 

11,183 28.1 9,353 23.5 △1,830 

21,490 54.0 19,347 48.7 △2,143 

39,830 100.0 39,726 100.0 △103 資 産 合 計

土 地

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

投 資 有 価 証 券

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

た な 卸 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

そ の 他 の 投 資

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

固 定 資 産

投資その他の資産

当連結会計年度

（平成20年３月31日）　

金　　　額

増　　　減

無形固定資産合計

区　　　　　分

【 資 産 の 部 】

そ の 他 の 流 動 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

有 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

４．連結財務諸表

前連結会計年度

（平成19年３月31日）　

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産
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金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（%） （%）

Ⅰ

9,692 11,076 1,383 

2,819 2,597 △221 

279 373 93 

112 0 △112 

146 140 △5 

37 37 ― 

8 10 2 

1,405 932 △473 

14,502 36.4 15,168 38.2 666 

Ⅱ

24 14 △10 

1,823 1,226 △597 

2,401 2,066 △334 

288 200 △88 

286 631 344 

0 ― △0 

4,825 12.1 4,138 10.4 △686 

19,327 48.5 19,307 48.6 △19 

Ⅰ

1. 5,251 5,251 ― 

2. 4,684 4,685 0 

3. 9,124 10,005 881 

4. △401 △398 3 

18,658 46.8 19,543 49.2 885 

Ⅱ

1. 1,897 773 △1,124 

2. 20 6 △14 

3. △102 48 151 

1,816 4.6 828 2.1 △987 

Ⅲ 28 0.1 47 0.1 19 

20,503 51.5 20,419 51.4 △83 

39,830 100.0 39,726 100.0 △103 

【 負 債 の 部 】

長 期 借 入 金

短 期 借 入 金

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

役 員 賞 与 引 当 金

工 事 損 失 引 当 金

前連結会計年度

（平成19年３月31日）　区　　　　　分

金　　　額

当連結会計年度

（平成20年３月31日）　
増　　　減

自 己 株 式

株 主 資 本

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

固 定 負 債

負 債 合 計

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

株 主 資 本 合 計

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評価・換算差額等合計

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

為 替 換 算 調 整 勘 定

負 債 、 純 資 産 合 計

未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 負 債

賞 与 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 預 り 保 証 金 等

【 純 資 産 の 部 】

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
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（２） 連結損益計算書 （単位　百万円未満切り捨て）

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 前年同期比

（%） （%） （%）

Ⅰ 29,940 100.0 33,115 100.0 3,174 10.6 

Ⅱ 25,384 84.8 28,140 85.0 2,756 10.9 

4,556 15.2 4,975 15.0 418 9.2 

Ⅲ 3,210 10.7 3,335 10.1 124 3.9 

1,345 4.5 1,639 4.9 294 21.9 

Ⅳ

63 73 

240 246 

155 ― 

109 161 

569 1.9 481 1.5 △87 △15.4 

Ⅴ

60 60 

― 262 

48 41 

78 47 

187 0.6 412 1.2 225 120.7 

1,727 5.8 1,708 5.2 △19 △1.1 

Ⅵ

1 5 

1 ― 

5 ― 

― 3 

8 0.0 8 0.0 0 3.0 

Ⅶ

13 ― 

20 20 

― 18 

― 8 

― 0 

― 9 

1 3 

35 0.1 60 0.2 25 72.9 

1,701 5.7 1,656 5.0 △44 △2.6 

457 1.5 611 1.8 153 33.5 

49 0.2 △77 △0.2 △126 ― 

18 0.1 19 0.1 1 5.6 

1,176 3.9 1,103 3.3 △72 △6.2 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

国 庫 補 助 金

当連結会計年度

自 平成19年 4月 1日

至 平成20年 3月31日

特 別 利 益 合 計

特 別 利 益

為 替 差 損

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他 の 営 業 外 費 用

特 別 損 失

営 業 外 費 用

前連結会計年度

自 平成18年 4月 1日

至 平成19年 3月31日

為 替 差 益

当 期 純 利 益

減 損 損 失

そ の 他 の 特 別 損 失

特 別 損 失 合 計

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

役 員 退 職 慰 労 金

固 定 資 産 売 却 損

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

そ の 他 の 特 別 利 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受取利息及び受取配当金

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

製 品 廃 棄 損

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 収 益 合 計

増　　　減

支 払 利 息

営 業 外 費 用 合 計

固 定 資 産 売 却 益

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

区　　　　　分

営 業 外 収 益

販売費及び一般管理費
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（３） 連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日） （単位　百万円未満切り捨て）

当 期 純 利 益

5,251 

少数株主持分

連結会計年度中の変動額（純額）

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ  の  他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損　    　益

20,503 

△371 

68 

株主資本合計

△35 

66 

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

役 員 賞 与

連結会計年度中の変動額（純額）

8,203 △465 

資本剰余金資　本　金 利益剰余金 自己株式

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

17,672 

△220 

4,682 

剰 余 金 の 配 当

役 員 賞 与

1,176 

△220 

△35 

為替換算

調整勘定

△3 

1 

4,684 5,251 

1 920 63 

9,124 △401 

差額等合計

19,904 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

自 己 株 式 の 処 分

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

△35 

68 

18,658 

985 

2,269 

1,176 

△3 

― △47 2,221 

純資産合計評価・換算

△3 

△387 

598 

9 

1,176 

18 

△220 

18 

△405 △371 20 △55 

1,816 

20 △55 △405 

平 成 １ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高 1,897 20 △102 28 

平 成 １ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計

平 成 １ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高

平 成 １ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計
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当連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日） （単位　百万円未満切り捨て）

828 

△14 151 △987 

47 

平 成 １ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計

平 成 ２ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高

平 成 １ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計

平 成 ２ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高 773 6 48 

△987 △1,124 △14 151 

△83 

28 

1,103 

19 

△222 

19 

△4 

△968 

1,103 

△4 

20 △102 1,816 

純資産合計

8 

19,543 

評価・換算

885 

差額等合計

20,503 

少数株主持分

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

自 己 株 式 の 処 分

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

5,251 

0 881 3 

10,005 △398 

0 

4,685 

△4 

1,103 

△222 剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

18,658 

△222 

4,684 9,124 △401 

資本剰余金資　本　金 利益剰余金 自己株式

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額（純額）

20,419 

△1,124 

8 

株主資本合計

8 

5,251 

連結会計年度中の変動額（純額）

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ  の  他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損　    　益

為替換算

調整勘定

1,897 
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（４） 連結キャッシュ・フロー計算書 （単位　百万円未満切り捨て）

Ⅰ

1,701 1,656 △44 
610 724 114 
― 18 18 
2 2 △0 

△1 △5 △3 
13 ― △13 
20 20 △0 
△5 ― 5 

△240 △246 △5 
― 8 8 
0 ― △0 
0 1 0 
0 ― △0 

△2 146 149 
△207 △334 △127 

43 △88 △132 
19 △5 △25 
37 ― △37 
8 2 △6 

△63 △73 △10 
60 60 0 

△148 201 349 
△2,585 △164 2,420 

32 △849 △881 
7 74 67 

1,781 1,484 △296 
△190 △45 144 
△8 △97 △89 
△35 ― 35 
850 2,491 1,640 
200 210 9 
△60 △66 △6 

5 ― △5 
△517 △522 △4 

479 2,112 1,633 

Ⅱ

△0 △0 0 
△448 △535 △87 

4 5 1 
△0 △0 ― 
△10 △20 △10 
10 20 10 
9 101 92 

△435 △429 6 

Ⅲ

△136 △250 △114 
△97 △20 77 
△170 ― 170 
△3 △4 △1 
68 8 △59 

△220 △226 △5 

△558 △493 65 

Ⅳ 9 △5 △14 

Ⅴ △505 1,185 1,690 

Ⅵ 2,716 2,211 △505 

Ⅶ 2,211 3,396 1,185 

国 庫 補 助 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

そ の 他 投 資 の 減 少 額

現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△）

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

その他流動負債の減少額

その他固定負債の減少額

役 員 賞 与 の 支 払 額

退職給付引当金の減少額

役員退職慰労引当金の増加額又は減少額（△）

為替差損又は為替差益（△）

その他流動資産の減少額

仕 入 債 務 の 増 加 額

支 払 利 息

利息及び配当金の受取額

法 人 税 等 の 支 払 額

現金及び現金同等物に係る換算差額

投資活動によるキャッシュ ・フロー

定期預金の預入による支出

固定資産の売却による収入

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

配 当 金 の 支 払 額

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

固定資産の取得による支出

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出

資 金 の 貸 付 に よ る 支 出

資 金 の 回 収 に よ る 収 入

自 己 株 式 売 却 に よ る 収 入

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額

小　　　　　　　　　　　計

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

社 債 の 償 還 に よ る 支 出

固 定 資 産 売 却 損

役員賞与引当金の増加額

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

国 庫 補 助 金

賞与引当金の増加額又は減少額（△）

たな卸資産の減少額又は増加額（△）

貸倒引当金の増加額又は減少額（△）

前連結会計年度

出 資 金 評 価 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

自 平成18年 4月 1日

至 平成19年 3月31日

科　　　　　目

固 定 資 産 売 却 益

の れ ん 償 却 額

営業活動によるキャッシュ ・フロー

自 平成19年 4月 1日

至 平成20年 3月31日

減 損 損 失

減 価 償 却 費

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

増　　　減

財務活動によるキャッシュ ・フロー

投資有価証券の購入による支出

当連結会計年度

固 定 資 産 除 却 損

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損

ゴ ル フ 会 員 権 消 却 損

売 上 債 権 の 増 加 額

工事損失引当金の増加額

受取利息及び受取配当金
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（５） 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 １．連結の範囲に関する事項 

    連結子会社の数        １２社 

    主要な連結子会社の名称    東邦ヒューム管㈱、技工㈱、㈱エヌエィチ・フタバ、 

日本ヒュームエンジニアリング㈱、㈱ヒュームズ、㈱環境改善計画、 

                   ﾆｯﾎﾟﾝﾋｭｰﾑｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾘﾐﾃｯﾄﾞ、ﾆｯﾎﾟﾝﾋｭｰﾑｺﾝｸﾘｰﾄ(香港)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

                    ﾆｯﾎﾟﾝﾋｭｰﾑｺﾝｸﾘｰﾄﾀｲﾗﾝﾄﾞｶﾝﾊﾟﾆｰﾘﾐﾃｯﾄﾞ、P.T.ﾋｭｰﾑｺﾝｸﾘｰﾄｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、 

                    ｱｼﾞｱｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝﾏﾃﾘｱﾙｽﾞﾘﾐﾃｯﾄﾞ､ﾋｭｰﾒｯｸｽ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 
    主要な非連結子会社の名称等  該当事項はありません。 

 ２．持分法の適用に関する事項 

    持分法を適用した非連結子会社 該当事項はありません。 

持分法を適用した関連会社数  ８社 

    主要な会社等の名称      大和コンクリート工業㈱、日本上下水道設計㈱、㈱エヌエクス、 

東京コンクリート工業㈱、P.T.ﾘｻｺﾝｸﾘｰﾄｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾋｭｰﾒｯｸｽﾎﾞﾅﾘﾐﾃｯﾄﾞ 
ｴﾇｴｲﾁｼｰﾊﾟｲﾘﾝｸﾞｶﾝﾊﾟﾆｰﾘﾐﾃｯﾄﾞ、ﾄｰｼﾝｽﾁｰﾙﾜｰｸｽﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

    持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社 

     関連会社          台湾リサエンジニアリングコーポレーションは、当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

     連結子会社のうち、以下の会社の決算日は、12月31日であります。 

      ﾆｯﾎﾟﾝﾋｭｰﾑｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾘﾐﾃｯﾄﾞ            ﾆｯﾎﾟﾝﾋｭｰﾑｺﾝｸﾘｰﾄ(香港)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

      ﾆｯﾎﾟﾝﾋｭｰﾑｺﾝｸﾘｰﾄﾀｲﾗﾝﾄﾞｶﾝﾊﾟﾆｰﾘﾐﾃｯﾄﾞ   P.T.ﾋｭｰﾑｺﾝｸﾘｰﾄｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 

      ｱｼﾞｱｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝﾏﾃﾘｱﾙｽﾞﾘﾐﾃｯﾄﾞ          ﾋｭｰﾒｯｸｽ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 ４．会計処理基準に関する事項 

  （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

    たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     製品‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥月別移動平均法による原価法 

     原材料及び部分品等ならびに貯蔵品‥‥月別移動平均法による原価法 

未成工事‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥個別法による原価法 

    有価証券の評価基準及び評価方法 

     その他有価証券 

      時価のあるもの‥‥‥‥決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、払出原価は主として総平均法により算定） 

      時価のないもの‥‥‥‥総平均法による原価法 

    デリバティブ‥‥‥‥‥‥‥時価法 

  （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    有形固定資産‥‥‥‥‥‥‥定率法を採用しております。ただし、当社及び国内連結子会社は平成

10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）及び不動産事

業関連については定額法 

                 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

                  建 物 及 び 構 築 物：３～６０年 

                  機械装置及び運搬具：３～１７年 

                （会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正（（所得税法等の一部を

改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号）及び（法人税法施行
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令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号））に伴い、

当連結会計年度から、平成19年４月１日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 

 これに伴い、前連結会計年度と同一の方法によった場合と比べ、売

上総利益が９百万円、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益

が１２百万円、それぞれ減少しております。なお、セグメント情報に

与える影響については、当該箇所に記載しております。 

（追加情報） 

  当連結会計年度から、平成19年３月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却

する方法によっております。 

当該変更に伴う損益に与える影響は、売上総利益が９７百万円、営

業利益が１００百万円、経常利益、税金等調整前当期純利益が

１０１百万円、それぞれ減少しております。なお、セグメント情報に

与える影響については、当該箇所に記載しております。 

    無形固定資産‥‥‥‥‥‥‥当社及び国内連結子会社は定額法 

                 なお、ソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法 

  （３）重要な引当金の計上基準 

    貸倒引当金‥‥‥‥‥‥‥‥売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案して、回収不能見込額を計上しております。 

    賞与引当金‥‥‥‥‥‥‥‥当社及び国内連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支払に充

てるため、支給見込額基準により計上しております。 

役員賞与引当金‥‥‥‥‥‥役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に

基づき当連結会計年度に見合う分を計上しております。 

工事損失引当金‥‥‥‥‥‥受注工事に係る将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、

かつ、その損失見込額が合理的に見積もることができる工事について、

工事損失見込額を計上しております。            

    退職給付引当金‥‥‥‥‥‥当社及び国内連結子会社は従業員の退職により支給する退職給付に充

てるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。 

                 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法により発生の翌期から費用処理してお

ります。 

    役員退職慰労引当金‥‥‥‥当社及び国内連結子会社の一部は役員に対する退職慰労金の支払いに

備えるため支給内規に基づく期末所要額を計上しております。 

  （４）重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  （５）重要なヘッジ会計の方法 
    ①ヘッジ会計の方法 

     原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

     なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。 

    ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ａ ヘッジ手段：金利スワップ 

       ヘッジ対象：借 入 金 

     ｂ ヘッジ手段：燃料油スワップ 

       ヘッジ対象：燃料油購入価格 
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    ③ヘッジ方針 

     ヘッジ対象に係る金利変動リスクを回避する目的で、ヘッジを行っております。また、燃料油購

入における価格変動リスクに備えるためのデリバティブ取引についても、同様にヘッジ会計を適

用しております。 

    ④ヘッジ有効性評価の方法 

     ヘッジ対象の価格変動とヘッジ手段の価格変動を半年毎に比較し、両者の変動額を基礎にしてヘ

ッジ有効性を評価しております。 

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

  （６）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債、並びに収益及び費用は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。 

  （７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理 

    税抜方式によっております。 

 

  ５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

    手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 
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（６） 連結財務諸表に関する注記事項 

 

【連結貸借対照表関係】                  （単位 百万円未満切り捨て） 

項   目 
前連結会計年度末 

(平成19年3月31日) 

当連結会計年度末 

(平成20年3月31日) 
 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 20,373 20,874 
２． 非連結子会社及び関連会社に対する 

      投資有価証券（株式） 
5,357 5,377 

３． 担 保 に 供 し て い る 資 産    
 建 物 21 20 
 構 築 物 10 8 
 土 地 15 15 
４． 債 務 保 証 等  
       債 務 保 証 160 149 
       うち外貨建債務保証 45 38 
        (389 千米ドル) (389 千米ドル) 

５． 受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 6 433 
６． 連結会計年度末満期手形の会計

処理については、手形交換日をも
って決済処理しております。な
お、当連結会計年度末日が金融機
関の休日であったため、次の連結
年度末日満期手形が連結会計年
度末残高に含まれております。  

 

             受   取   手   形 
            支  払  手  形 

340
16

－ 
－ 

 

 

【連結損益計算書関係】                   

 
減損損失 

  当連結会年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 場   所 用   途 種   類 

 

金   額 

(百万円) 

 機械装置及び運搬具 17 
東京都港区新橋 事業用資産 

その他の有形固定資産 0     
 
    当社グループは、主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基礎として資産のグルー 

ピングを行っております。ただし、賃貸用資産及び遊休資産につきましては、個々の物件を１つの単 
位としてグルーピングしております。 
資産または資産グループが使用されている、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなる見込 
みであることから、事業用資産について、帳簿価格を減損し、減損損失（18百万円）として特別損失 
に計上しております。 

 

【連結株主資本等変動計算書関係】 

 

前連結会計年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日）       

１．発行済株式に関する事項 

 項   目 前連結会計年度末 増  加  減  少 当連結会計年度末 

普 通 株 式 （株） 29,347,500 ― ― 29,347,500

 

２．自己株式に関する事項 

 項   目 前連結会計年度末 増  加 減  少 当連結会計年度末 

普 通 株 式 （株） 1,830,715 7,954 254,740 1,583,929
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（注）増加のうち、主なものは単元未満株式の買取りよる7,654株であります。 
減少のうち、主なものはストックオプション行使による減少254,000株であります。 

 
３．配当に関する事項 

(１) 配当金支払額 

決   議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配 当 額 
基 準 日 効力発生日 

平成 18 年６月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 220 ８円 00 銭 平成 18 年 3 月 31 日 平成18年 6月 30日

 

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決   議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円） 
１株当たり

配 当 額
基 準 日 効力発生日 

平成 19年６月 28日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 222 ８円 00 銭 平成19年 3月 31日 平成19年 6月 29日

 

 

当連結会計年度（自 平成19年 4月 1日 至 平成20年 3月31日）       

１．発行済株式に関する事項 

 項   目 前連結会計年度末 増  加 減  少 当連結会計年度末 

普 通 株 式 （株） 29,347,500 ― ― 29,347,500

 

２．自己株式に関する事項 

 項   目 前連結会計年度末 増  加 減  少 当連結会計年度末 

普 通 株 式 （株） 1,583,929 10,757 32,223 1,562,463
 
（注）増加は、単元未満株式の買取りよる10,757株であります。 

減少のうち、主なものはストックオプション行使による減少31,000株であります。 
 

３．配当に関する事項 

(１) 配当金支払額 

決   議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配 当 額 
基 準 日 効力発生日 

平成 19 年６月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 222 ８円 00 銭 平成 19 年 3 月 31 日 平成19年 6月 29日

 

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決   議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円） 
１株当たり

配 当 額
基 準 日 効力発生日 

平成 20年６月 27日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 277 10 円 00 銭 平成20年 3月 31日 平成20年 6月 30日
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【連結キャッシュ・フロー計算書関係】           （単位 百万円未満切り捨て） 

項   目 

前連結会計年度 

自 平成18年 4月 1日 

至 平成19年 3月31日 

当連結会計年度 

自 平成19年 4月 1日 

至 平成20年 3月31日 

 

現 金 及 び 預 金 勘 定 2,228 3,414 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △17 △17 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 2,211 3,396 

 

【リース取引関係】 

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 

（セグメント情報） 

 

 １．事業の種類別セグメント情報 

  前連結会計年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日）      （単位 百万円未満切り捨て） 

項   目 
ｺﾝｸﾘｰﾄ 
製品事業

工事事業 その他事業 計 
消去又は 
全 社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

  売 上 高   

(1) 外部顧客に対する売上高 19,215 8,289 2,436 29,940 - 29,940

(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 0 81 2,696 2,778 △2,778 -

計 19,216 8,370 5,132 32,719 △2,778 29,940

営 業 費 用 19,179 8,226 3,967 31,373 △2,778 28,594

営 業 利 益 （ △ 損 失 ） 36 143 1,165 1,345 - 1,345

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出   

    資 産 18,337 5,754 4,167 28,259 11,570 39,830

    減価償却費 319 113 130 562 37 600

    資本的支出 206 281 28 516 12 528
 
（注）１.事業区分は、製品の種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。 
   ２.各区分に属する主要な製品 
     ① コンクリート製品事業  コンクリート製品の製造・販売、部分品等の販売 
     ② 工 事 事 業  杭打工事等、諸工事の請負 
    ③ そ の 他 事 業  コンクリート製品製造用型枠の製造販売、不動産の賃貸、 
                 上下水道の設計・コンサルティング等の事業、スポーツ施設運営等 

３.「５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関する事項（３）重
要な引当金の計上基準役員賞与引当金（会計方針の変更）」に記載の通り、当連結会計年度より「役
員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用し
ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用
は「コンクリート製品事業」が26百万円、「工事事業」が５百万円、「その他事業」が４百万円それ
ぞれ増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。 

 
  当連結会計年度（自 平成19年 4月 1日 至 平成20年 3月31日） 

項   目 
ｺﾝｸﾘｰﾄ 
製品事業

工事事業 その他事業 計 
消去又は 
全 社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

  売 上 高   

(1) 外部顧客に対する売上高 22,563 8,385 2,166 33,115 - 33,115

(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 25 33 3,008 3,067 △3,067 -

計 22,589 8,418 5,174 36,183 △3,067 33,115

営 業 費 用 22,229 8,270 4,043 34,543 △3,067 31,475

営 業 利 益 （ △ 損 失 ） 360 148 1,130 1,639 - 1,639

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出   

    資 産 20,073 5,741 4,135 29,951 9,775 39,726

    減価償却費 408 122 144 674 41 715

       減 損 損 失 - 18 - 18 - 18

    資本的支出 243 62 120 426 13 440
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（注）１. 事業区分は、製品の種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。 
   ２. 各区分に属する主要な製品 
     ① コンクリート製品事業  コンクリート製品の製造・販売、部分品等の販売 

     ② 工 事 事 業  杭打工事等、諸工事の請負 
    ③ そ の 他 事 業  コンクリート製品製造用型枠の製造販売、不動産の賃貸、 
                 上下水道の設計・コンサルティング等の事業、スポーツ施設運営等 

３．当連結会計年度より、法人税法の改正（ (所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 

法律第６号)及び（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号） ）に

伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しております。また、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については

改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に達した連結会計年度の翌

会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。これらの変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計

年度における営業費用は「コンクリート製品事業」が９５百万円、「工事事業」が４百万円、「その

他事業」が１３百万円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

 

 ２．所在地別セグメント情報 

  当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び前連結会計年度（自平成18年４月 

１日 至 平成19年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の 

記載を省略しております。 

 ３．海外売上高 

  当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び前連結会計年度（自平成18年４月 

１日 至 平成19年３月31日） 

  海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

（関連当事者との関係） 
   

当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月 

１日 至 平成19年３月31日）において該当事項はありません。 
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（税効果会計） 

（単位 百万円未満切り捨て） 

前連結会計年度 
(平成19年3月31日) 

当連結会計年度 
(平成20年3月31日) 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳 

 

 (1) 流動負債 

   繰延税金資産 

    賞与引当金 59

役員賞与引当金 15

工事損失引当金 3

    税務上の繰越欠損金 209

    未払事業税 23

    そ の 他 7

    繰延税金資産小計 318

    評価性引当額 △229

    繰延税金資産合計 89

   繰延税金負債 

        繰延ヘッジ損益 △14

    貸倒引当金連結消去額 △187

    繰延税金負債合計 △202

   繰延税金負債の純額 112

  

 (2) 固定負債 

   繰延税金資産 

    退職給付引当金 979

    役員退職慰労引当金 118

    貸倒引当金 7

    評 価 損 16

        土地減損損失 4

    そ の 他 1

    繰延税金資産小計 1,126

    評価性引当額 △65

    繰延税金資産合計 1,060

   繰延税金負債 

    固定資産圧縮積立金 △1,573

        保険差益圧縮積立金 △5

    退職給付信託株式戻入差額 △59

    その他有価証券評価差額金 △1,236

        貸倒引当金連結消去額 △9

    繰延税金負債合計 △2,884

   繰延税金負債の純額 1,823

  

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳 

 

 (1) 流動資産 

   繰延税金資産 

    賞与引当金 57

工事損失引当金 4

    税務上の繰越欠損金 189

    未払事業税 30

    そ の 他 11

    繰延税金資産小計 293

    評価性引当額 △193

    繰延税金資産合計 99

   繰延税金負債 

繰延ヘッジ損益 △4

貸倒引当金連結消去額 △5

    そ の 他 △3

    繰延税金負債合計 △13

   繰延税金資産の純額 86

 

 

 (2) 固定負債 

   繰延税金資産 

    退職給付引当金 845

    役員退職慰労引当金 82

    貸倒引当金 65

    ゴルフ会員権 13

    減 損 損 失 10

    そ の 他 6

    繰延税金資産小計 1,022

    評価性引当額 △129

    繰延税金資産合計 893

   繰延税金負債 

    固定資産圧縮積立金 △1,526

    保険差益圧縮積立金 △5

    退職給付信託株式戻入差額 △59

    その他有価証券評価差額金 △528

    繰延税金負債合計 △2,119

   繰延税金負債の純額 1,226
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前連結会計年度 
(平成19年3月31日) 

当連結会計年度 
(平成20年3月31日) 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別内訳 

(％)

法定実効税率 41.0

  (調整) 

 交際費等の損金不算入額 1.6

 受取配当金等の益金不算入額 △4.0

 試験研究費の特別控除額（法人税） △1.1

 住民税均等割額 1.9

 持分法による投資利益 △5.8

 評価性引当額他による影響額 △3.4

 そ の 他 △0.4

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.8
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別内訳 

(％)

法定実効税率 41.0

  (調整) 

 交際費等の損金不算入額 2.6

 受取配当金等の益金不算入額 △4.2

 貸倒引当金繰入超過額 3.3

 試験研究費の特別控除額（法人税） △1.0

 住民税均等割額 2.0

 持分法による投資利益 △6.1

 そ の 他 △5.4

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.2
 

 

 

（有価証券関係） 

 

  前連結会計年度（平成19年3月31日） 

１． 時価のある有価証券                       （単位 百万円未満切り捨て） 

種     類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差    額 

株 式 1,028 4,045 3,016

合 計 1,028 4,045 3,016
 

２． 時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債権を除く） 

種   類 連結貸借対照表計上額  

非 上 場 株 式（店頭売買株式を除く） 1,055

 

  当連結会計年度（平成20年3月31日） 

１． 時価のある有価証券                       （単位 百万円未満切り捨て） 

種     類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差    額 

株 式 1,029 2,316 1,287

合 計 1,029 2,316 1,287
 

２． 時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債権を除く） 

種   類 連結貸借対照表計上額  

非 上 場 株 式（店頭売買株式を除く） 1,047

 

 

（デリバティブ取引関係） 
 
当社グループのデリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 
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（退職給付関係） 
 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて 

おります。なお、連結子会社については簡便法を採用しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項               （単位 百万円未満切り捨て） 

項     目 

前連結会計年度 

自 平成18年 4月 1日

至 平成19年 3月31日

当連結会計年度 

自 平成19年 4月 1日 

至 平成20年 3月31日  

①退職給付債務の額 △2,554 △2,119 

②年金資産の額 ― ― 

③未積立退職給付債務（①＋②） △2,554 △2,119 

④未認識数理計算上の差異 153 52 

⑤退職給付引当金（③＋④） △2,401 △2,066 

 

３． 退職給付費用に関する事項               （単位 百万円未満切り捨て） 

項     目 

前連結会計年度 

自 平成18年 4月 1日

至 平成19年 3月31日

当連結会計年度 

自 平成19年 4月 1日 

至 平成20年 3月31日  

①勤務費用 109 93 

②利息費用 56 50 

③数理計算上の差異の費用処理額 68 61 

④退職給付費用（①＋②＋③） 233 205 
（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は上記「①勤務費用」に計上しております。 

 

４． 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

項     目 

前連結会計年度 

自 平成18年 4月 1日

至 平成19年 3月31日

当連結会計年度 

自 平成19年 4月 1日 

至 平成20年 3月31日  

①割引率 2.00% 2.00% 

②退職給付見込額の期間配分法 期間定額基準 期間定額基準 

③数理計算上の差異の処理年数 

 （発生年度の翌会計年度から定額法によ

 り費用処理することとしております。）

10年 10年 
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（生産、受注及び販売の状況） 

 

１． 生産実績                         （単位 百万円未満切り捨て） 

項     目 

前連結会計年度 

自 平成18年 4月 1日

至 平成19年 3月31日

当連結会計年度 

自 平成19年 4月 1日 

至 平成20年 3月31日 

前年同期比

（％） 

コ ン ク リ ー ト 製 品 事 業 12,015 14,058 +17.0 

工 事 事 業 7,576 7,543 △0.4 

そ の 他 事 業 2,856 3,011 + 5.4 

合      計 22,448 24,613 + 9.6 
 
（注）金額はコンクリート製品事業については製造原価、工事事業については完成工事原価、その他事業 
   については実際個別原価によっています。 

 

２． 受注実績                         （単位 百万円未満切り捨て） 

区

分 
項     目 

前連結会計年度 

自 平成18年 4月 1日

至 平成19年 3月31日

当連結会計年度 

自 平成19年 4月 1日 

至 平成20年 3月31日 

前年同期比

（％） 

コ ン ク リ ー ト 製 品 事 業 20,717 22,645 ＋ 9.3 

工 事 事 業 8,613 9,078 ＋ 5.4 

そ の 他 事 業 696 477 △31.5 

受

注

高 
合      計 30,027 32,201 ＋ 7.2 

コ ン ク リ ー ト 製 品 事 業 3,955 4,037 ＋ 2.1 

工 事 事 業 1,637 2,331 ＋42.3 

そ の 他 事 業 - - - 

受

注

残

高 合      計 5,593 6,368 ＋13.9 

 

３． 販売実績                         （単位 百万円未満切り捨て） 

項     目 

前連結会計年度 

自 平成18年 4月 1日

至 平成19年 3月31日

当連結会計年度 

自 平成19年 4月 1日 

至 平成20年 3月31日 

前年同期比

（％） 

コ ン ク リ ー ト 製 品 事 業 19,215 22,563 ＋17.4 

工 事 事 業 8,289 8,385 ＋ 1.2 

そ の 他 事 業 2,436 2,166 △11.1 

合      計 29,940 33,115 ＋10.6 
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（１株当たり情報）

（ （
) )

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

(注) 算定上の基礎

　　１． １株当たり純資産額 （単位　百万円未満切り捨て）

（ ) （ )

純資産の部の合計額

純資産の部の合計額から控除する金額

（うち少数株主持分） ） ）

普通株主に係る純資産額

１株当たり純資産の算定に用いられた
普通株式の数

　　２． １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 （単位　百万円未満切り捨て）

（ （
) )

 １株当たり当期純利益

当期純利益

普通株主に帰属しない金額

普通株式に係る当期純利益

期中平均株式数

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ― ―

普通株式増加数

　（うち新株予約権） ） ）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に ――――― ―――――

含めなかった潜在株式の概要

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

27,780,666 株

1,176

―

69,376 株137,436 株

27,622,415 株

至 平 成 19 年 ３ 月 31 日 至 平 成 20 年 ３ 月 31 日

1,176

1,103

―

1,103

20,503

28

平 成 20 年 3 月 31 日

自 平 成 18 年 ４ 月 １ 日 自 平 成 19 年 ４ 月 １ 日

27,763,571 株

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

（ 69,376 株

（ 28

（ 137,436 株

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

１ 株 当 た り 純 資 産 額

当 連 結 会 計 年 度 末

自 平 成 19 年 ４ 月 １ 日
至 平 成 20 年 ３ 月 31 日

自 平 成 18 年 ４ 月 １ 日
至 平 成 19 年 ３ 月 31 日

42.58円

20,474

１ 株 当 た り 純 資 産 額

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

前 連 結 会 計 年 度 末
平 成 19 年 3 月 31 日

１株当たり当期純利益 39.72円

39.62円

737.47円 733.20円

42.37円

27,785,037 株

20,419

47

（ 47

20,372
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（１） 貸借対照表 （単位　百万円未満切り捨て）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（%） （%）

Ⅰ

1,293 2,769 1,476 

3,677 3,985 307 

8,974 8,177 △797 

1,675 2,200 524 

270 338 67 

789 1,000 211 

4 4 0 

73 175 102 

101 91 △10 

47 249 201 

66 43 △23 

△482 △289 192 

16,493 49.7 18,747 56.3 2,254 

Ⅱ

4,040 3,948 △92 

209 191 △18 

1,549 1,400 △148 

18 14 △4 

61 65 3 

3,842 3,842 △0 

23 5 △17 

9,745 29.3 9,467 28.5 △278 

65 0.2 73 0.2 8 

4,655 3,158 △1,496 

1,227 987 △239 

900 731 △168 

― 442 442 

10 123 113 

18 7 △10 

725 595 △129 

△622 △1,042 △419 

6,915 20.8 5,005 15.0 △1,909 

16,726 50.3 14,546 43.7 △2,180 

33,220 100.0 33,294 100.0 73 

関 係 会 社 長 期 未 収 金

車 輌 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

関 係 会 社 株 式

５．個別財務諸表

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

区　　　　　分

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 成 工 事

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

【 資 産 の 部 】

受 取 手 形

製 品

売 掛 金

建 物

機 械 及 び 装 置

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

構 築 物

前 事 業 年 度

（平成19年３月31日）　

当 事 業 年 度

（平成20年３月31日）　

長 期 前 払 費 用

金　　　額

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

未 収 入 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

そ の 他 の 投 資

現 金 及 び 預 金

そ の 他 の 流 動 資 産

増　　　減

資 産 合 計

土 地

有形固定資産合計

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

更 生 債 権 等
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金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（%） （%）

Ⅰ

5,237 6,781 1,544 

3,168 3,225 57 

1,300 1,250 △50 

106 74 △31 

249 359 110 

108 104 △3 

320 413 93 

500 36 △464 

135 129 △6 

37 37 ― 

8 10 2 

167 70 △97 

― 0 0 

11,338 34.1 12,493 37.5 1,154 

Ⅱ

1,720 1,078 △641 

2,353 2,016 △336 

244 152 △92 

309 250 △59 

276 621 344 

4,904 14.8 4,119 12.4 △784 

16,243 48.9 16,613 49.9 370 

Ⅰ

1. 5,251 15.8 5,251 15.8 ― 

2.

(1) 1,312 1,312 ― 

(2) 3,369 3,370 0 

4,682 14.1 4,682 14.0 0 

3.

2,263 2,197 △66 

8 8 △0 

2,250 2,600 350 

1,132 1,583 451 

5,654 17.0 6,388 19.2 734 

4. △412 △1.2 △408 △1.2 3 

15,176 45.7 15,914 47.8 738 

Ⅱ

1. 1,779 759 △1,019 

2. 20 6 △14 

1,800 5.4 766 2.3 △1,034 

16,977 51.1 16,680 50.1 △296 

33,220 100.0 33,294 100.0 73 

設 備 購 入 支 払 手 形

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

利 益 剰 余 金 合 計

流 動 負 債 合 計

株 主 資 本

【 純 資 産 の 部 】

資 本 剰 余 金 合 計

固 定 負 債

負 債 合 計

繰 延 税 金 負 債

長 期 預 り 保 証 金 等

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

前 事 業 年 度

（平成19年３月31日）　区　　　　　分

金　　　額

当 事 業 年 度

（平成20年３月31日）　
増　　　減

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債

買 掛 金

未 払 金

前 受 金

支 払 手 形

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

預 り 金

役 員 賞 与 引 当 金

工 事 損 失 引 当 金

【 負 債 の 部 】

短 期 借 入 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

固定資産圧縮積立金

保険差益圧縮積立金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

純 資 産 合 計

負 債 、 純 資 産 合 計

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評価・換算差額等合計
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（２） 損益計算書 （単位　百万円未満切り捨て）

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 前年同期比

（%） （%） （%）

Ⅰ 27,286 100.0 30,600 100.0 3,314 12.2 

Ⅱ 23,801 87.2 26,509 86.6 2,708 11.4 

3,484 12.8 4,090 13.4 606 17.4 

Ⅲ 2,631 9.7 2,962 9.7 331 12.6 

852 3.1 1,127 3.7 274 32.2 

Ⅳ

217 225 

53 51 

― 38 

62 65 

334 1.2 381 1.2 47 14.1 

Ⅴ

16 19 

32 39 

11 15 

15 12 

14 18 

90 0.3 105 0.3 15 16.8 

1,096 4.0 1,403 4.6 306 28.0 

Ⅵ

459 90 

― 59 

0 1 

5 ― 

466 1.7 151 0.5 △315 △67.6 

Ⅶ

― 18 

14 18 

298 ― 

― 8 

19 ― 

1 3 

332 1.2 48 0.2 △284 △85.5 

1,230 4.5 1,506 4.9 276 22.5 

412 1.5 574 1.9 162 39.3 

195 0.7 △24 △0.1 △219 ― 

622 2.3 956 3.1 333 53.7 当 期 純 利 益

製 品 廃 棄 損

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息

営 業 外 費 用 合 計

経 常 利 益

工 場 閉 鎖 後 費 用

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

債務保証損失引当金繰入額

そ の 他 の 特 別 損 失

特 別 損 失 合 計

税 引 前 当 期 純 利 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

法人税、住民税及び事業税

設 備 等 賃 貸 料

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 収 益 合 計

特 別 利 益

減 損 損 失

貸 与 資 産 減 価 償 却 費

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 除 却 損

債務保証損失引当金戻入額

受 取 試 験 代

売 上 原 価

営 業 外 収 益

販売費及び一般管理費

売 上 総 利 益

営 業 利 益

当 事 業 年 度

自 平成１9年 4月 1日

至 平成20年 3月31日

受取利息及び受取配当金

区　　　　　分

売 上 高

増　　　減

投 資 有 価 証 券 評 価 損

そ の 他 の 営 業 外 費 用

前 事 業 年 度

自 平成18年 4月 1日

至 平成19年 3月31日

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 利 益 合 計

営 業 外 費 用
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（３） 株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日） （単位　百万円未満切り捨て）

保険差益圧縮積立金の取崩

保険差益圧縮積立金の取崩

　（注） その他利益剰余金の内訳

株主資本合計自己株式

― 

― 

― 

固定資産圧縮積立金の取崩

評価差額金

622 622 

合　　計
固 定 資 産 保 険 差 益

圧縮積立金 圧縮積立金
繰越利益剰余金

9 

自 己 株 式 の 取 得

別 途 積 立 金 の 積 立

剰 余 金 の 配 当

固定資産圧縮積立金の取崩

保険差益圧縮積立金の取崩

自 己 株 式 の 処 分

当 期 純 利 益

177 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 366 

平 成 １ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高 2,263 8 2,250 1,132 5,654 

△160 △0 350 

△350 ― 
△221 △221 

350 

160 ― 
△0 0 ― 

△160 

954 5,288 

事 業 年 度 中 の 変 動 額

平 成 １ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高 2,424 1,900 

別途積立金

1,800 

平 成 １ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計

平 成 １ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高

平 成 １ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計

平 成 １ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高 △412 15,176 1,779 20 

388 △455 20 △434 

△455 20 △434 

68 68 

△45 △45 

622 

△221 

△434 

△45 

評価・換算

差額等合計

2,235 

622 

△45 

△14,787 2,235 ― 

資　　本　　剰　　余　　金

純資産合計

評価・換算差額等株　主　資　本

繰延ヘッジ

損　    　益

そ  の  他

有価証券

622 

16,977 

22 

17,023 

△221 

△35 

68 

△434 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

自 己 株 式 の 処 分

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

5,251 

0 0 

5,654 

366 

3,369 4,682 1,312 

0 

剰 余 金 の 配 当

別 途 積 立 金 の 積 立

固定資産圧縮積立金の取崩

利益剰余金

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

資　本　金

5,288 

△221 

1,312 5,251 3,369 

その他利益剰余金資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

4,682 

事業年度中の変動額（純額）

役 員 賞 与

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

別 途 積 立 金 の 積 立

△35 

役 員 賞 与 △35 

0 

△35 △35 役 員 賞 与
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当事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日） （単位　百万円未満切り捨て）

保険差益圧縮積立金の取崩

保険差益圧縮積立金の取崩

　（注） その他利益剰余金の内訳

― 

― 

― 

― 

― 

4,682 

事業年度中の変動額（純額）

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

5,251 3,369 

資本準備金 その他資本剰余金 その他利益剰余金

利益剰余金

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

資　本　金

5,654 

△222 

1,312 

剰 余 金 の 配 当

別 途 積 立 金 の 積 立

固定資産圧縮積立金の取崩

4,682 

0 0 

956 

0 0 734 

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

6,388 5,251 

― 

8 

△1,034 
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

自 己 株 式 の 処 分

△1,019 △14 

8 8 

自己株式

16,680 

3 

16,977 

△222 

956 

△4 

△296 

資　　本　　剰　　余　　金

純資産合計

評価・換算差額等株　主　資　本

繰延ヘッジ

損　    　益

そ  の  他

有価証券

評価差額金

株主資本合計

資本剰余金合計

1,312 3,370 

評価・換算

差額等合計

1,800 

△1,034 

△1,034 

△412 15,176 1,779 20 

△222 

956 

△4 △4 

6 

738 △1,019 △14 

平 成 ２ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高 △408 15,914 759 

2,250 

別途積立金

766 

平 成 １ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計

平 成 ２ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高

平 成 １ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計

1,132 5,654 

事 業 年 度 中 の 変 動 額

平 成 １ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高 2,263 

66 ― 
△0 0 ― 

△66 

△350 ― 
△222 △222 

350 

734 

平 成 ２ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 残 高 2,197 8 2,600 1,583 6,388 

△66 △0 350 

自 己 株 式 の 処 分

当 期 純 利 益

451 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計

8 

自 己 株 式 の 取 得

別 途 積 立 金 の 積 立

剰 余 金 の 配 当

固定資産圧縮積立金の取崩

保険差益圧縮積立金の取崩

繰越利益剰余金 合　　計
固 定 資 産 保 険 差 益

圧縮積立金 圧縮積立金

固定資産圧縮積立金の取崩

別 途 積 立 金 の 積 立

956 956 
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（４） 財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

   たな卸資産 

    製品‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥月別移動平均法による原価法 

    原材料及び部分品等ならびに貯蔵品‥‥月別移動平均法による原価法 

未成工事‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥個別法による原価法 

   有価証券 

    子会社株式及び関連会社株式‥‥総平均法による原価法 

    その他有価証券 

     時価のあるもの‥‥‥‥‥‥‥期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、払出原価は総平均法により算出） 

     時価のないもの‥‥‥‥‥‥‥総平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産 

    製造部門及び工事部門‥‥‥‥‥定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法 

    不動産部門‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥定額法 

                   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

                    建 物 及 び 構 築 物：３～６０年 

                    機械装置及び運搬具：３～１７年 

(会計方針の変更)   

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号）及び（法

人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号））に伴い、当事業年度から、

平成19年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更してお

ります。 

これに伴い、前事業年度と同一の方法によった場合と比べ、売上総利益が９百万円、営業利益、

経常利益、税引前当期純利益が１２百万円、それぞれ減少しております。 

(追加情報) 

  当事業年度から、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却

が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

当該変更に伴う損益に与える影響は、売上総利益が９５百万円、営業利益が９８百万円、経常

利益、税引前当期純利益が９９百万円、それぞれ減少しております。 

 

   無形固定資産‥‥‥‥‥定額法 

 なお、ソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法 

３．引当金の計上基準 

   貸倒引当金‥‥‥‥‥‥売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し

て、回収不能見込額を計上しております。 

   賞与引当金‥‥‥‥‥‥従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、支給見込額基準により計

上しております。 

役員賞与引当金‥‥‥‥役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき当事

業年度に見合う分を計上しております。 

   工事損失引当金‥‥‥‥受注工事に係る将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、かつ、

その損失見込額が合理的に見積もることができる工事について、工事損失見

込額を計上しております。 
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退職給付引当金‥‥‥‥従業員の退職により支給する退職給付に充てるため、当期末における退職給

付債務の見込額に基づき、当期末において発生している額を計上しておりま

す。 

           数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により発生の翌期から費用処理する事としておりま

す。 

   役員退職慰労引当金‥‥役員に対する退職慰労金の支給に備えるため支給内規に基づく期末所要額を

計上しております。 

   債務保証損失引当金‥‥関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘

案し、損失負担見込額を計上しております。 

 

４．外貨建て資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建て金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 

５．リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

  （１）ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

    なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。 

  （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ａ．ヘッジ手段：金利スワップ 

      ヘッジ対象：借 入 金 

    ｂ．ヘッジ手段：燃料油スワップ 

      ヘッジ対象：燃料油購入価格 

  （３）ヘッジ方針 

    ヘッジ対象に係る金利変動リスクを回避する目的で、ヘッジを行っております。また、燃料油購入

における価格変動リスクに備えるためのデリバティブ取引についても、同様にヘッジ会計を適用し

ております。 

  （４）へッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ対象の価格変動とヘッジ手段の価格変動を半年毎に比較し、両者の変動額を基礎にしてヘッ

ジ有効性を評価しております。 

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
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（５） 注 記 事 項 

(貸借対照表関係) 

                                                                  （単位 百万円未満切り捨て） 

項   目 
前事業年度 

（平成19年3月31日） 

当事業年度 
（平成20年3月31日） 

増 減 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 18,686 19,141 455

２ 担保に供している資産 (土 地) 7 7 －

３ 債 務 保 証 等  

 債 務 保 証 1,348 1,157 △191

 うち外貨建債務保証 225 141 △83

    (49 百万ﾀｲﾊﾞｰﾂ他)   (32 百万ﾀｲﾊﾞｰﾂ他)  

４ 受取手形裏書譲渡高 － 426 426

５ 期末日満期手形の会計処理につい
ては、手形交換日をもって決済処理
しております。なお、当期末日が金
融機関の休日であったため、次の期
末日満期手形が期末残高に含まれ
ております。 

 

      受 取 手 形 314 － △314

 

(損益計算書関係) 

減損損失 

  当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 場   所 用   途 種   類 

 

金   額 

(百万円) 

 機械装置及び運搬具 17 
東京都港区新橋 事業用資産 

その他の有形固定資産 0  
 
     当社は、主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基礎として資産のグルーピングを

行っております。ただし、賃貸用資産及び遊休資産につきましては、個々の物件を１つの単位として
グルーピングしております。 

 資産または資産グループが使用されている、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなる見込 
みであることから、事業用資産について、帳簿価格を減損し、減損損失（18百万円）として特別損失
に計上しております。 

 

(株主資本等変動計算書関係) 
 
前事業年度（自 平成18年4月1日  至 平成19年3月31日） 
 
 １．自己株式に関する 

 項   目 前事業年度末 増  加 減  少 当事業年度末 

普 通 株 式 （株） 1,679,982 114,166 254,740 1,539,408
 
（注）増加のうち、主なものは単元未満株式の買取りよる106,512株であります。 

減少のうち、主なものはストックオプション行使による減少254,000株であります。 
 
 当事業年度（自 平成19年4月1日  至 平成20年3月31日） 
 
 １．自己株式に関する 

 項   目 前事業年度末 増  加 減  少 当事業年度末 

普 通 株 式 （株） 1,539,408 10,757 32,223 1,517,942
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（注）増加は、単元未満株式の買取りよる10,757株であります。 
減少のうち、主なものはストックオプション行使による減少31,000株であります。 

 

(リース取引関係) 

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 

(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式の時価のあるもの             （単位 百万円未満切り捨て） 

前事業年度 
(平成19年3月31日) 

当事業年度 
(平成20年3月31日) 

 

項   目 

貸借対照表計上額 時 価 差  額 貸借対照表計上額 時 価 差  額    
関連会社株式 567 4,172 3,605 567 2,739 2,172  

合 計 567 4,172 3,605 567 2,739 2,172  
 
  当事業年度及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 
 
 

（税効果会計関係） 

（単位 百万円未満切り捨て） 

前事業年度 
(平成19年３月31日) 

当事業年度 
(平成20年３月31日) 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳 

 

 (1) 流動資産 

   繰延税金資産 

    賞与引当金 55

    工事損失引当金 3

    未払事業税 23

    その他 5

88繰延税金資産合計 

   繰延税金負債 

    繰延ヘッジ損益 △14

    繰延税金負債合計 △14

   繰延税金資産の純額 73

  

 

 (2) 固定負債 

   繰延税金資産 

        みなし配当相当額 1

固定資産減価償却超過額 0

    退職給付引当金 964

    役員退職慰労引当金 100

    貸倒引当金 231

    一括償却資産損金算入限度超過額 1

    評価損 13

    債務保証損失引当金 127

    土地減損損失 4

    関係会社株式評価減 20

    繰延税金資産小計 1,464

     評価性引当額 △308

繰延税金資産合計 1,155

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳 

 

 (1) 流動資産 

   繰延税金資産 

    賞与引当金 52

    工事損失引当金  4

    貸倒引当金 85

    未払事業税 30

    その他 5

    繰延税金資産合計 180

   繰延税金負債 

繰延ヘッジ損益 △4

    繰延税金負債合計 △4

   繰延税金資産の純額 175

  

 (2) 固定負債 

   繰延税金資産 

    退職給付引当金 826

    役員退職慰労引当金 62

    貸倒引当金 260

    評価損 13

    債務保証損失引当金 102

    減損損失 10

    関係会社株式評価減 20

    投資有価証券株式評価減 4

    繰延税金資産小計 1,301

    評価性引当額 △260

    繰延税金資産合計 1,041
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繰延税金負債 

    固定資産圧縮積立金 △1,573

    保険差益圧縮積立金 △5

    退職給付信託株式戻入差額 △59

    その他有価証券評価差額金 △1,236

    繰延税金負債合計 △2,875

   繰延税金負債の純額 1,720

  

   繰延税金負債 

    固定資産圧縮積立金 △1,526

    保険差益圧縮積立金 △5

    退職給付信託株式戻入差額 △59

    その他有価証券評価差額金 △528

    繰延税金負債合計 △2,119

   繰延税金負債の純額 1,078
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別内訳 

 (%)

 法定実効税率 41.0

   （調整） 

   交際費等の損金不算入額 2.2

   受取配当金等の益金不算入額 △5.5

   試験研究費の特別控除額（法人税） △1.5

   住民税均等割額 2.6

   評価性引当額他による影響額 12.8

   そ の 他 △2.2

   税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.4
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別内訳 

 (%)

 法定実効税率 41.0

   （調整） 

   交際費等の損金不算入額 2.8

   受取配当金等の益金不算入額 △4.6

   試験研究費の特別控除額（法人税） △1.1

   住民税均等割額 2.1

   そ の 他 △3.7

   税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.5
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（１株当たり情報）

（ （
) )

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

(注) 算定上の基礎

　　１． １株当たり純資産額 （単位　百万円未満切り捨て）

（ ) （ )

純資産の部の合計額

１株当たり純資産の算定に用いられた
普通株式の数

　　２． １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 （単位　百万円未満切り捨て）

（ （
) )

 １株当たり当期純利益

当期純利益

普通株主に帰属しない金額

普通株式に係る当期純利益

期中平均株式数

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ― ―

普通株式増加数

　（うち新株予約権） ） ）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に ――――― ―――――

含めなかった潜在株式の概要

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

34.38円

34.29円

599.39円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

（ 69,376 株（ 137,436 株

69,376 株137,436 株

27,711,191 株 27,825,187 株

16,680

27,829,558 株

平 成 19 年 3 月 31 日

16,977

平 成 20 年 3 月 31 日

自 平 成 18 年 ４ 月 １ 日 自 平 成 19 年 ４ 月 １ 日

27,808,092 株

前　 事　 業　 年 　度 当　 事 　業 　年 　度

至 平 成 19 年 ３ 月 31 日

22.47円１株当たり当期純利益

22.35円

610.51円

前　事　業　年　度 当　事　業　年　度

１ 株 当 た り 純 資 産 額

当　事　業　年　度　末

自 平 成 19 年 ４ 月 １ 日
至 平 成 20 年 ３ 月 31 日

１ 株 当 た り 純 資 産 額

前　事　業　年　度　末

自 平 成 18 年 ４ 月 １ 日

至 平 成 19 年 ３ 月 31 日 至 平 成 20 年 ３ 月 31 日

622

956

―

956

622

―
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６．役員の異動 

  （平成２０年６月２７日付予定） 
 

 ①代表者の異動 

該当事項はありません。 

  

②その他の役員の異動 
      

    １．昇格取締役候補 

      常 務 取 締 役   宮野川 繁男  〔現 取締役営業副本部長兼製品営業部長〕   

 

    ２．新任監査役候補 

      監査役[常 勤]    加 藤 良 樹  〔現 経理部長〕 

      監査役[非常勤]   下 山 善 秀  〔現 (株)太平洋コンサルタント取締役社長〕 

                 なお下山善秀氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の候補者 

であります。 

 

    ３．退任予定監査役    熊 倉 廣 行 

                富 田 六 郎 
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